




































































要約

目的:遺伝相談ネットワークの構築に向けて、特に出生前診断に対する遺伝相談の実態把

握とこれに関わる産婦人科医の意識調査を行った。

方法:日本母性産婦人科医会石川県支部会員と全国の出生前診断実施施設に対して 2 つの

アンケート調査を行った。

結果:出生前診断に対する遺伝相談の必要性は多くの産婦人科医が認識しているが、現実

の遺伝相談は、外来診療の中で、人的時間的に余裕のない状況の中でカウンセリングが行

われている場合が多い。また一般臨床医が、個々の疾患の遺伝学的情報を迅速に入手する

ことは困難であり、多くの臨床医、臨床施設は遺伝相談ネットワークの利用に期待を寄せ

ていることか明らかになった。

結論:出生前診断の遺伝相談の現状を改善するためには、一般社会に対する遺伝サービス

情報の提供、および臨床医に対する迅速かつ正確な遺伝学的情報さらに種々の遺伝サービ

ス情報を提供できるネットワークの構築が必要である。


